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第 3 節 計画期間 

本計画の計画期間は、総合管理計画と連動し、2046 年度までとします。 

なお、5年ごとの公共施設の再配置に係るロードマップを作成し、適宜見直していきます。 

 
図表 1.2 計画期間 

 
 
 

第 4 節 対象施設 

対象施設数は全体で 98 施設となります。 
 

図表 1.3 対象施設の分類 

 
 

 

※建築物を有する公共施設のうち、延床面積 100 ㎡以上を対象施設としています。 

 

計画期間
2017〜2046年度（30年間）

2017〜2021 2022〜2026 2027〜2031 2032〜2036 2037〜2041 2042〜2046

公共施設等
総合管理計画

再配置計画

前期10年

2017
策定

第1期
ロードマップ

第2期
ロードマップ

第3期
ロードマップ

第4期
ロードマップ

第5期
ロードマップ

第6期
ロードマップ

中期10年 後期10年

⼤分類 中分類 ⼩分類 施設数

01 庁舎 5

01 公⺠館 3

03 中学校 4
04 給⾷センター 2

02 ⽂化施設 2

02 教職員住宅 1

98合計

06 市営住宅等施設
01 市営住宅 7

07 産業施設 01 産業施設 8

05 福祉施設
01 児童福祉施設・⼦育て⽀援施設 9
02 社会福祉施設・⾼齢者福祉施設 9
03 医療保健施設 6

8

04 ⽣涯学習施設
01 社会教育施設 8

03 スポーツ施設 6

公共施設

01 庁舎等施設 02 消防⾞庫等 6

02 集会施設 02 その他集会施設 6

03 学校教育施設

01 幼児園 8
02 ⼩学校
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第 2 章 市の現状と課題 

第 1 節 ⼈⼝と将来⾒通し 

1. 市人口 

本市の人口は平成 27 年国勢調査で 33,995 人となっており、平成 22 年までの増加傾向から減少

に転じています。 

全国的に本格的な人口減少、少子・高齢化が進む中、本市においても今後は少子・高齢化が一

層進行し、人口減少に加え、人口構成比として、生産年齢人口の減少と老年人口の増加が予想さ

れています。本巣市人口ビジョンに基づく推計（平成 22 年を基準人口）によると、2050 年には

市の総人口は 29,333 人になる見込みです。 

 

 
図表 2.1 年齢 3 区分人口の推移 

 

   
 

出典：実績値は総務省「国勢調査」、推計値は「本巣市人口ビジョン」（市の推計）を参考に作成
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2. 地域別人口 

平坦部である真正地域及び糸貫地域は人口増加傾向にありましたが、平成 27 年に糸貫地域で減

少に転じました。中山間部である本巣地域及び根尾地域では人口減少が続いており、今後も中山

間部の過疎化が進行することが予想されています。 

 

 
図表 2.2 地域別人口 

 

出典：国勢調査

Ｈ2 Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27

真正 10,013 10,742 11,556 12,505 13,219 13,300

糸貫 11,505 11,657 11,799 11,908 12,069 11,660

本巣 8,331 8,445 8,361 8,285 8,082 7,650

根尾 2,979 2,453 2,184 1,905 1,677 1,385

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000
（単位：人）
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第 2 節 財政と将来⾒通し 

1. 歳入 

歳入決算総額は、平成 20 年度に約 145 億円と落ち込んだものの、合併後の平成 16 年度からの

13 年間で見ると 150 億円台から 170 億円台で推移しています。また、市民税の歳入全体に占める

割合は、平成 20 年をピークとして緩やかに減少し、平成 28 年度は 12％となっています。地方交

付税の歳入全体に占める割合は、平成 24 年度をピークに減少傾向にあり、平成 28 年度は 25％と

なっています。 

今後の歳入の見通しとしては、普通交付税の合併算定替の特例が、平成 26 年度から平成 30 年

度までの段階的縮減期間を経て平成 30 年度で終了し、平成 31 年度より一本算定となるため、減

少することが見込まれています。また、財政負担の中心的な役割を果たす生産年齢人口が減少す

る中で、市民税の増加は見込めない状態にあります。 

 

図表 2.3 歳入決算額の推移 

 

出典：総務省「決算カード（平成 16 年度～平成 28 年度）」 
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1,999 1,782 1,272
2,207

1,005 1,164 1,538 1,224
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2. 歳出 

歳出決算総額は、平成 20 年度に約 137 億円と減少したものの、合併後の平成 16 年度からの 13

年間で見ると概ね 140 億円台から 150 億円台で推移しています。費用別に見ると、扶助費は増加

傾向にあり、平成 16 年度から平成 28 年度にかけて 2 倍以上に伸びています。人件費は合併後職

員の定員管理等の施策により緩やかな減少傾向にあります。 

将来の見通しとしては、少子・高齢化社会において、子育て支援にかかる費用や福祉・医療な

どの社会保障経費が増加していくことが見込まれるため、公共施設等の維持管理や更新に充てら

れる投資的経費の捻出は厳しくなっていくものと考えられます。 

 

図表 2.4 歳出決算額の推移 

 

出典：総務省「決算カード（平成 16 年度～平成 28 年度）」 
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人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 投資的経費 公債費 積立金等 繰出金
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第 3 節 公共施設の概況 

1. 市全体の概況 

本巣市の公共施設は全体で 98 施設で延床面積は 151,626.03 ㎡あり、中分類ごとの面積で見る

と、学校教育施設が最も多く 42.5％を占めます。 

合併市特有の課題も存在します。合併以前は、旧町村単位で公共施設を建設していたため、地

域ごとに行政運営に必要な施設をフルセットで保有しています。このため、類似施設の重複や市

域全体の施設配置バランスの偏りの発生、小規模施設の多数配置などが見受けられます。 

 

図表 2.5 公共施設の延床面積 

 
 

 
出典：平成 27 年度本巣市公共施設等総合管理計画データベース 

 
※スポーツ施設において、建物と切り離せない工作物（ドーム等）がある場合には延床面積に含めています。

庁舎等施設 庁舎 5 9,979.12
消防⾞庫等 6 1,214.99

11 11,194.11
公⺠館 3 3,072.84
その他集会施設 6 3,247.28

9 6,320.12
幼児園 8 14,082.94
⼩学校 8 28,965.00
中学校 4 18,552.00
給⾷センター 2 2,840.10

22 64,440.04
社会教育施設 8 5,034.53
⽂化施設 2 3,425.23
スポーツ施設 6 29,282.92

16 37,742.68
児童福祉施設・⼦育て⽀援施設 9 1,362.75
社会福祉施設・⾼齢者福祉施設 9 5,178.60
医療保健施設 6 6,369.22

24 12,910.57
市営住宅 7 9,809.06
教職員住宅 1 712.53

8 10,521.59
産業施設 8 8,496.92

98 151,626.03合　計

施設数 延床⾯積（㎡）

⽣涯学習施設

福祉施設

市営住宅等施設

集会施設

学校教育施設

中分類 ⼩分類

庁舎等施設
7.4%

集会施設
4.2%

学校教育施設
42.5%

生涯学習施設
24.9%

福祉施設
8.5%

市営住宅等施設
6.9%

産業施設
5.6%
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2. 将来必要となる更新費用と現状の投資的経費 

公共施設、インフラ、プラントをすべて合算した公共施設等全体の将来更新費用は、30 年間で

約 1,557 億円、1年あたり約 51.9 億円と推計されます。 

一方、過去 5 年間（平成 22 年度～26 年度）の決算額における公共施設等に使われた投資的経

費（普通建設事業費及び維持補修費並びに建設改良費の合計）は 128 億円、1年あたり平均約 25.6

億円であり、後年度においても同水準を維持するものと仮定すると、今後 30 年間の公共施設等に

充当可能な財源の見込みは、約 768 億円と見込まれます。 

図表 2.7 は、公共施設等の更新費用と、現状の投資的経費を示すものですが、ほぼすべての年

で現状の投資的経費を超過し、30 年間の超過額の合計は約 789 億円、1年あたり 26.3 億円となり

ます。 

現状のまま改修・更新等を行っていくと多額の財源不足に陥る状況にあり、更新等費用の縮減

が不可欠となります。また、年度によって偏りが見られるため、平準化することも求められます。 

 

図表 2.7 公共施設等の将来更新費用と充当可能な財源の見込み 

 
出典：平成 26 年度公会計管理台帳 

なお、今後 30 年間の公共施設等の更新費用に充当する財源の不足を解消するには、当該費用

を約 50.7％縮減する必要があります。 

更新費⽤の縮減率＝(30 年間の超過額合計)÷(30 年間の更新費⽤)×100 
＝789 億(円)÷1,557 億(円)×100 
＝50.7(％) 
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（億円） 公共施設 インフラ プラント

30年間の超過額の合計は 約789億円 （１年あたり26.3億円）

財源の見込み(１年あたり) 約25.6億円

更新費用(１年あたり) 約51.9億円
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第 4 節 公共施設再配置に向けた課題 

前節までの整理を踏まえて、公共施設の再配置に向けた課題を以下のとおり示します。 
 

課題① 市域全体の一体的なまちづくりの推進につなげることが必要 

合併後 10 年余りが経過していますが、根尾、本巣、糸貫、真正の各地域には各種施設が

今も概ね揃っている状態であり、同種施設の重複や市域全体の施設バランスの偏り、小規

模施設の多数配置等が見られ、効率的・効果的な施設利用となっていない状況にあります。 
このため、市域全体を見据えて、さらなる一体的なまちづくりの推進につなげていく観

点から、公共施設の有効活用を目指した再配置を進める必要があります。 
 

課題② 安全・安心・快適な公共施設を市民に提供することが必要 

本市が保有する公共施設を将来にわたりそのまま維持していくと、多額の財源不足に陥

る見込みであり、今後、公共施設総量を削減し、大規模修繕や建て替えに要する費用を抑

えることは必要不可欠です。 
一方で、今後、本市において人口減少や少子・高齢化が進む中で、地域の活力を維持し

ていくことや、魅力あるまちづくりにより移住・定住促進を図っていくことも必要です。

本市では、近年、商業施設の立地が進んでいるほか、今後も東海環状自動車道の（仮称）

糸貫インターチェンジと（仮称）本巣パーキングエリアの建設が予定されるなど、さらな

る都市基盤の変化が見込まれます。 
将来の開発動向にも対応しながら、地域の活力の維持・向上を図るために、公共施設総

量の削減を図りつつも、安全・安心・快適な公共施設を市民に提供する観点から、公共施

設の再配置を進める必要があります。 
 

課題③ 公共施設の整備・運営における民間のノウハウや資金の活用が必要 

平成 28 年度に満 18 歳以上の市民を対象に実施した「公共施設等の今後のあり方につい

ての市民アンケート」においても、整備や運営に、民間のノウハウや資金を活用する方策

について、回答者全体の 75%以上の人は、「施設は民間活力の導入を実施すべき」と回答さ

れています。 

更新等費用の縮減にあたっては、施設数の縮減だけでなく、積極的に民間資金等の活用

を検討していくことも必要となります。 

民間と機能が重複する施設については、施設そのものの継続について検討を行うことや、

整備・運営における民間のノウハウや資金の活用の観点からも、公共施設の再配置を進め

ることが必要となります。 
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第３章 公共施設再配置⽅針 
 
本巣市公共施設等総合管理計画における「施設全体の基本方針」及び前述の公共施設再配置に

向けた課題等を踏まえて、次のとおり再配置方針を定めます。 
 

 
再配置方針１ 公共施設の総量を削減 
・今後 30 年間で延床面積総数の 16 パーセント相当の削減を目指します。 
・既存施設については、法定耐用年数到来までに施設の方向性を定めていきます。 
・施設を維持・継続する場合は、計画的に施設の長寿命化改修や建て替えを行います。 
・施設を建て替える場合は、他の機能との複合化を検討することとします。 
・新規施設の建設は原則行わないものとしますが、必要に応じて建設する場合には、市の

保有量に新規施設分の延床面積を加算し、全体として目標削減量を達成するものとしま

す。 
 
再配置方針２ 一体的なまちづくりの推進に寄与 
・旧町村単位の枠にとらわれず、市域全体で一体的なまちづくりを推進する観点から、効

率的・効果的な施設配置を進めます。 
・同種施設の重複や市域全体の施設バランスの偏り等を解消します。 

 
再配置方針３ 安全・安心・快適な公共施設を市民に提供 
・公共施設総量の削減を図りつつも、快適な公共施設を市民に提供する観点から、地域の

活力の維持・向上を目指します。 
・地震や風水害等自然災害への備えを踏まえた施設の配置を行い、市民の安全・安心を確

保します。 
・市民ニーズや将来の開発動向を的確に捉えて、拠点性の高い施設整備を行い、魅力ある

まちづくりにつなげます。 
 
再配置方針４ 効率的な維持管理・運営 
・「民間でできることは民間で」を基本に、民間と競合する施設については、民間への譲渡

や施設の整理を行います。 
・施設を維持する場合にも、維持管理・運営面において民間委託するなどの工夫をします。 
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図表 4.2 ポートフォリオ分析 

 
 
品質状況（ハード）を横軸に、供給・財務状況（ソフト）を縦軸に、偏差値 50 を中心とした

グラフに、各施設の値をプロットすると（図表 4.2）、そのプロット位置により、各施設の状況

を図表 4.3 のように解釈することが可能です。なお、偏差値を算出し、二軸上のグラフに各施

設の値をプロットし、類似施設用途間で相対比較する手法を「ポートフォリオ分析」といいま

す。 

図表 4.3 プロット位置による結果の解釈 
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2. 2 次評価の方法 

２次評価では、１次評価の結果から再配置の検討対象とすべき施設（１次評価で「A（施設

評価・公共性評価ともに高く、今後も維持）」以外に区分された施設）を対象として、「公的関

与の妥当性」、「避難所指定状況」、「市内の同種施設・機能の立地状況」、「市民ニーズ」、「立地

特性」等を評価指標として再配置の方向性を決定します。 
以下に２次評価方法を示します。 

 

図表 4.6 ２次評価方法 
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参考：公共施設の再配置の方向性のイメージ 

 

方向性 定義 現状 再配置後イメージ 

統合 複数の同種の機能

を有する施設を、

１つの施設に統合

すること 

  

複合化 複数の異なる機能

を有する施設を、

１つの施設に統合

すること 

  

譲渡 民間や地域に、施

設、あるいは提供

サービスを含む施

設を譲渡すること 

 ▼民間に譲渡 

 
 
 
▼地域へ委譲 

 

廃止 施設も提供サービ

スも廃止すること 
  

維持・更新 施設及び提供サー

ビスを引き続き維

持すること 

  
 
 
 
 
 
※計画的に施設の長寿命化改修

や建て替えを行う 
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公共施設 A 公共施設 A 

公共施設 A 
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第 2 節 評価結果  

1 次評価及び 2次評価の結果を図表 4.7 のとおり示します。 

なお、この評価結果は、前節で示した評価方法により全施設一律的な考え方で評価し、再配

置の方向性を導いたものです。1 次評価及び 2 次評価の結果を踏まえて、第 5 章において、今

後の市の政策や上位関連計画との整合性の観点から最終的な再配置方針を設定します。 

 

図表 4.7 評価結果 

 
  

施設
番号 施設名

①公的
関与の
妥当性

②避難所
指定

③避難所
移転の
可否

④民間委
譲の可否

⑤他施設
への統合
の可否

⑥他施設
への複合
化の可否

２次評価
結果

001 本庁舎 C 高 － － － 可 － 統合
002 ⽷貫分庁舎 C 高 － － － 可 － 統合
003 真正分庁舎 B 高 － － － 可 － 統合
004 根尾分庁舎 C 高 － － － 否 否 維持更新
005 もとす合同庁舎 C 低 無 － 否 － － 廃⽌
006 本巣消防⾞庫(神海) D 高 － － － 否 否 維持更新
007 ⽷貫消防⾞庫 D 高 － － － 否 否 維持更新
008 真正消防⾞庫 B 高 － － － 否 否 維持更新
009 根尾消防⾞庫 B 高 － － － 否 否 維持更新
010 本巣消防⾞庫 B 高 － － － 否 否 維持更新
011 根尾⽔防倉庫(樽⾒) C 高 － － － 否 否 維持更新
012 本巣公⺠館 B 高 － － － 否 否 維持更新
013 ⽷貫公⺠館 D 高 － － － 否 否 維持更新
014 真正公⺠館 D 高 － － － 否 否 維持更新
015 ふれあい交流センター（⾃治振興施設） C 低 無 － 可 － － 譲渡
016 外⼭基幹集落センター D 高 － － － 否 可 複合化
017 根尾⽣活改善センター C 低 無 － 可 － － 譲渡
018 富有柿の⾥（富有柿センター） B 低 有 否 － 否 否 維持更新
019 ⽷貫⻘少年館 B 高 － － － 否 可 複合化
020 根尾林業センター C 高 － － － 否 可 複合化
021 神海幼児園 D 高 － － － 否 可 複合化
022 真桑幼児園 C 高 － － － 否 否 維持更新
023 弾正幼児園 C 高 － － － 否 否 維持更新
024 本巣幼児園 B 高 － － － 否 否 維持更新
025 真正幼児園 C 高 － － － 否 否 維持更新
026 ⽷貫⻄幼児園 B 高 － － － 否 否 維持更新
027 ⽷貫東幼児園 B 高 － － － 否 否 維持更新
028 根尾幼児園 D 高 － － － 否 否 維持更新
029 根尾⼩学校 B 高 － － － 否 可 複合化
030 外⼭⼩学校 B 高 － － － 否 否 維持更新
031 本巣⼩学校 C 高 － － － 否 否 維持更新
032 ⼀⾊⼩学校 A 維持更新
033 ⼟貴野⼩学校 A 維持更新
034 席⽥⼩学校 B 高 － － － 否 否 維持更新
035 弾正⼩学校 B 高 － － － 否 否 維持更新
036 真桑⼩学校 B 高 － － － 否 否 維持更新
037 根尾中学校 C 高 － － － 否 可 複合化
038 本巣中学校 A 維持更新
039 ⽷貫中学校 C 高 － － － 否 否 維持更新
040 真正中学校 B 高 － － － 否 否 維持更新

１次評価
結果

２次評価結果
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施設
番号 施設名

①公的
関与の
妥当性

②避難所
指定

③避難所
移転の
可否

④民間委
譲の可否

⑤他施設
への統合
の可否

⑥他施設
への複合
化の可否

２次評価
結果

041 学校給⾷センター B 高 － － － 否 否 維持更新
042 根尾学校給⾷センター D 高 － － － 否 否 維持更新
043 旧⽣涯学習施設ながみね C 低 無 － 否 － － 廃⽌
044 しんせいほんの森 B 高 － － － 否 否 維持更新
045 さくら資料館 B 高 － － － 否 否 維持更新
046 本巣⺠俗資料館 C 高 － － － 可 － 統合
047 ⽷貫⺠俗資料館 D 高 － － － 可 － 統合
048 真正⺠俗資料館 D 高 － － － 可 － 統合
049 根尾⾕地震断層　観察館 C 高 － － － 否 否 維持更新
050 織部の⾥（展⽰館） B 高 － － － 否 否 維持更新
051 本巣市⺠⽂化ホール C 高 － － － 否 否 維持更新
052 根尾⽂化センター C 高 － － － 否 否 維持更新
053 本巣体育センター C 高 － － － 可 － 統合
054 ⽷貫体育センター C 高 － － － 可 － 統合
055 真正体育センター D 高 － － － 可 － 統合
056 真正スポーツセンター B 高 － － － 否 否 維持更新
057 かがやきドーム C 高 － － － 否 否 維持更新
058 本巣市⺠スポーツプラザ E 低 無 － 可 － － 譲渡
059 席⽥留守家庭教室 B 高 － － － 否 否 維持更新
060 ⼟貴野留守家庭教室 B 高 － － － 否 否 維持更新
061 ⼀⾊留守家庭教室 B 高 － － － 否 否 維持更新
062 真桑留守家庭教室 B 高 － － － 否 否 維持更新
063 根尾留守家庭教室 D 高 － － － 否 否 維持更新
064 外⼭留守家庭教室 B 高 － － － 否 否 維持更新
065 本巣留守家庭教室 B 高 － － － 否 否 維持更新
066 弾正留守家庭教室 C 高 － － － 否 否 維持更新
067 ⼦どもセンター B 高 － － － 否 否 維持更新
068 本巣⽼⼈福祉センター C 高 － － － 可 － 統合
069 ⽷貫⽼⼈福祉センター C 高 － － － 可 － 統合
070 真正⽼⼈福祉センター D 高 － － － 可 － 統合
071 障がい者就労⽀援センター杉の⼦ B 高 － － － 可 － 統合
072 根尾デイサービスセンター C 高 － － － 否 否 維持更新
073 根尾⽣活⽀援ハウス C 高 － － － 否 否 維持更新
074 障がい者就労⽀援センターみつば B 高 － － － 可 － 統合
075 中野会館（旧会館） C 低 無 － 可 － － 譲渡
076 中野会館 C 高 － － － 否 否 維持更新
077 根尾保健センター B 高 － － － 否 否 維持更新
078 本巣すこやかセンター B 高 － － － 否 否 維持更新
079 ⽷貫ぬくもりの⾥（保健センター） B 高 － － － 否 否 維持更新
080 真正すこやかセンター（保健センター） B 高 － － － 否 否 維持更新
081 根尾診療所 C 高 － － － 否 否 維持更新
082 本巣診療所 D 高 － － － 可 － 統合
083 南原住宅 B 高 － － － 否 否 維持更新
084 天神前住宅 C 高 － － － 否 否 維持更新
085 神海住宅 B 高 － － － 否 否 維持更新
086 神海住宅（⼾建て） B 低 無 － 否 － － 廃⽌
087 神所住宅 B 高 － － － 否 否 維持更新
088 ⽔⿃住宅 B 低 無 － 可 － － 譲渡
089 コーポねお A 維持更新
090 根尾教職員住宅 D 高 － － － 否 可 複合化

１次評価
結果

２次評価結果
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091 うすずみふれあいプラザ C 低 無 － 可 － － 譲渡
092 NEOｷｬﾝﾋﾟﾝｸﾞﾊﾟｰｸ C 低 有 可 可 － － 譲渡
093 NEO桜交流ﾗﾝﾄﾞ D 低 有 可 可 － － 譲渡
094 鍋原ポケットパーク C 低 無 － 可 － － 譲渡
095 ⽂殊の森 E 低 無 － 可 － － 譲渡
096 織部の⾥（農林⽔産直売施設） D 高 － － － 否 否 維持更新
097 道の駅「うすずみ桜の⾥・ねお」 C 高 － － － 否 否 維持更新
098 うすずみバンガロー D 低 無 － 否 － － 廃⽌

１次評価
結果

２次評価結果
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第５章 公共施設再配置計画 
 
公共施設の評価結果を踏まえて、今後 30 年を見据えて、施設類型ごとに各公共施設の再配置

計画とロードマップを設定します。なお、再配置計画については市の基本的な方針を示したも

のであり、決定したものではありません。また、個々の公共施設の再配置を具体的にどのよう

に進めていくかについては、今後、施設ごとの個別計画において定めていきます。 
 
ロードマップに示す実施時期は、以下の計画により定めました。 

 

①施設の法定耐用年数（鉄筋コンクリート造 47 年、鉄骨造 34 年）経過時に、 

「長寿命化改修」、「譲渡」、「移転」、「統合」、「複合化」または「廃止」とした。 

②長寿命化改修後 20 年で「建て替え」とした。 

 
 

【再配置後の削減⾒込みについて】 

現在、施設建設を検討中の庁舎、真桑幼児園、弾正幼児園及び（仮）本巣ＰＡ北公園

の見込みの施設面積を含めても、公共施設の再配置による削減量は延床面積で 108,856

㎡(△21,655 ㎡)となり、目標となる 16 パーセント（△21,075 ㎡）の削減を達成するこ

とが見込まれます。 

将来更新費用についても 1年あたり約 5.9 億円の削減が見込まれます。 
 
 

図表 5.1 再配置後の将来更新費用の削減見込み試算結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※現在検討中の庁舎、真桑幼児園、弾正幼児園及び（仮）本巣ＰＡ北公園の見込み施設の整備分を含む 
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第１節 庁舎等施設  

 
1. 庁舎 

図表 5.2 施設一覧 

 
 

図表 5.3 施設位置図 
 

 

 

  

配置図
番号 施設名 建築年 築年数 延床⾯積（㎡）

1 本庁舎 1990（H2） 28 3,632.74
2 ⽷貫分庁舎 1969（S44） 49 1,153.00
3 真正分庁舎 1979（S54） 39 3,020.88
4 根尾分庁舎 1978（S53） 40 1,744.00
5 もとす合同庁舎 1973（S48） 45 428.50
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再配置⽅針 
○ 庁舎統合の検討と連携を図りながら、早急に今後の管理方針を決定します。 
 

再配置計画 

施設名 
⽅針 

実施時期 
1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

本庁舎 維持 統合 庁舎統合検討と連動 

統
合      ⽷貫分庁舎 維持 統合 庁舎統合検討と連動 

真正分庁舎 維持 統合 庁舎統合検討と連動 

根尾分庁舎 維持 維持 根尾総合⽀所として計画的に
⻑寿命化・更新

 改
修    建

替

もとす合同庁舎 廃⽌ 廃⽌ もとす広域連合の真正庁舎へ
の移転完了（H29.10）

廃
⽌      

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 
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2. 消防車庫等 

図表 5.4 施設一覧 

 

 
図表 5.5 施設位置図 

 

 

 

  

配置図
番号 施設名 建築年 築年数 延床⾯積（㎡）

6 本巣消防⾞庫(神海) 2001（H13） 17 58.93
7 ⽷貫消防⾞庫 2003（H15） 15 293.28
8 真正消防⾞庫 2008（H20） 10 332.64
9 根尾消防⾞庫 2009（H21） 9 198.74
10 本巣消防⾞庫 2010（H22） 8 206.10
11 根尾⽔防倉庫(樽⾒) 1990（H2） 28 125.30
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再配置⽅針 
○ 地域の消防車庫として継続活用が必要な施設であるため、施設を維持することとし、計画的な

改修により、長寿命化を図ります。  
 

再配置計画 

施設名 
⽅針 実施時期 

1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

本巣消防⾞庫(神海) 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新    改
修   

⽷貫消防⾞庫 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新     改
修

 

真正消防⾞庫 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新      改
修

根尾消防⾞庫 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新      改
修

本巣消防⾞庫 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新      改
修

根尾⽔防倉庫(樽⾒) 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新  改
修     

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 
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第２節 集会施設 

1. 公民館、その他集会施設 

図表 5.6 施設一覧 

 

 

図表 5.7 施設位置図 
 

 

 

  

配置図
番号 施設名 建築年 築年数 延床⾯積（㎡）

12 本巣公⺠館 1987（S62） 31 1,482.70
13 ⽷貫公⺠館 1969（S44） 49 512.00
14 真正公⺠館 1971（S46） 47 1,078.14
15 ふれあい交流センター（⾃治振興施設） 2001（H13） 17 129.00
16 外⼭基幹集落センター 1981（S56） 37 406.70
17 根尾⽣活改善センター 1979（S54） 39 205.04
18 富有柿の⾥（富有柿センター） 1992（H4） 26 1,938.50
19 ⽷貫⻘少年館 1985（S60） 33 294.12
20 根尾林業センター 1982（S57） 36 273.92
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再配置⽅針 
○ 公民館に類似する機能を持つ集会施設が複数立地するため、地域の実情や利用状況等を踏まえ

ながら、施設の存続や所有のあり方を見直し、総量の削減を図ります。 
○ 統合や複合化にあたっては、公民館等は地域コミュニティの拠点であることから、地域住民や利

用者の理解や協力を得るとともに、多世代交流や地域のにぎわいづくり等に寄与するよう検討し

ていきます。 
 

再配置計画 

施設名 
⽅針 実施時期 

1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

本巣公⺠館 維持 維持 地域のコミュニティ拠点とし
て計画的に⻑寿命化・更新    改

修   

⽷貫公⺠館 維持 維持 地域のコミュニティ拠点とし
て計画的に⻑寿命化・更新

改
修

   建
替

 

真正公⺠館 維持 維持 地域のコミュニティ拠点とし
て計画的に⻑寿命化・更新

改
修

   建
替

 

ふれあい交流センター
（⾃治振興施設） 維持 譲渡 財団法⼈の活動拠点として貸

付中、地域等への委譲を検討    譲
渡   

外⼭基幹集落センター 移転 廃⽌ 将来の施設更新時期までに他
施設への複合化を検討   移

転    

根尾⽣活改善センター 維持 譲渡 地域住⺠等の活動拠点として貸
付中、地域等への委譲を検討   譲

渡    

富有柿の⾥ 
（富有柿センター） 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新     改

修
 

⽷貫⻘少年館 移転 廃⽌ 市全体で必要な施設のため、他
の施設への複合化を検討

移
転      

根尾林業センター 移転 廃⽌ 市全体で必要な施設のため、他
の施設への複合化を検討   移

転    

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 
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第３節 学校教育施設 

1. 幼児園 

図表 5.8 施設一覧 

 
 

図表 5.9 施設位置図 
 

 

 

  

配置図
番号 施設名 建築年 築年数 延床⾯積（㎡）

21 神海幼児園 1981（S56） 37 611.53
22 真桑幼児園 1986（S61） 32 996.02
23 弾正幼児園 1988（S63） 30 971.23
24 本巣幼児園 2013（H25） 5 3,122.94
25 真正幼児園 1997（H9） 21 1,620.54
26 ⽷貫⻄幼児園 2013（H25） 5 2,819.02
27 ⽷貫東幼児園 2014（H26） 4 2,834.66
28 根尾幼児園 1986（S61） 32 1,107.00
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再配置⽅針 
○ 園児数の動向を慎重に勘案しながら、必要な時点で幼児園の統廃合を検討します。 
○ 統合や複合化にあたっては、通園の利便性等を踏まえ、アクセス方法等を検討していきます。 
 

再配置計画 

施設名 
⽅針 実施時期 

1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

神海幼児園 移転 廃⽌ 
定員に占める園児数が少ない
ため、他施設への統合・複合化
を検討

  移
転    

真桑幼児園 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新 建
替      

弾正幼児園 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新  建
替     

本巣幼児園 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新       

真正幼児園 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新      改
修

⽷貫⻄幼児園 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新       

⽷貫東幼児園 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新       

根尾幼児園 維持 維持 
計画的に⻑寿命化・更新（園児
数の状況により他施設への統
合・複合化を検討）

   改
修   

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 
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2. 小学校、中学校、給食センター 

図表 5.10 施設一覧 

 
 

図表 5.11 施設位置図 
 

 

 

  

配置図
番号 施設名 建築年 築年数 延床⾯積（㎡）

29 根尾⼩学校 1980（S55） 38 2,277.00
30 外⼭⼩学校 1979（S54） 39 2,066.00
31 本巣⼩学校 1971（S46） 47 4,150.00
32 ⼀⾊⼩学校 1981（S56） 37 3,291.00
33 ⼟貴野⼩学校 1981（S56） 37 2,771.00
34 席⽥⼩学校 1980（S55） 38 4,459.00
35 弾正⼩学校 1975（S50） 43 3,558.00
36 真桑⼩学校 1978（S53） 40 6,393.00
37 根尾中学校 1983（S58） 35 2,254.00
38 本巣中学校 2005（H17） 13 5,215.00
39 ⽷貫中学校 1972（S47） 46 5,302.00
40 真正中学校 1980（S55） 38 5,781.00
41 学校給⾷センター 2008（H20） 10 2,501.96
42 根尾学校給⾷センター 1997（H9） 21 338.14
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再配置⽅針 
○ 児童・生徒数の減少が顕著な学校においては、地域の実情や市民ニーズ等を十分踏まえて、必

要な時点で機能の統合・複合化を検討します。 
○ 今後、児童生徒数の減少等により既存施設に余剰面積が生じる場合には、集会機能や児童福祉

機能等、他機能施設との複合化等の有効活用を検討します。 
○ 給食センターの運営については、民間委託の導入を検討します。 
○ 統合や複合化にあたっては、通学の利便性等を踏まえ、アクセス方法等を検討していきます。 
 

再配置計画 

施設名 
⽅針 実施時期 

1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

根尾⼩学校 維持 他施設との
複合化 

児童数は減少傾向にあり
余裕教室が増える⾒込み、
他施設との複合化を検討

 改
修 

複
合
化 

   

外⼭⼩学校 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新  改
修 

   建
替

本巣⼩学校 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新 改
修

   建
替

 

⼀⾊⼩学校 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新   改
修 

   

⼟貴野⼩学校 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新   改
修 

   

席⽥⼩学校 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新   改
修 

   

弾正⼩学校 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新  改
修 

   建
替

真桑⼩学校 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新  改
修 

   建
替

根尾中学校 維持 他施設との
複合化 

⽣徒数は減少傾向にあり
余裕教室が増える⾒込み、
他施設との複合化を検討

 改
修 

複
合
化 

   

本巣中学校 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新       

⽷貫中学校 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新 改
修

   建
替

 

真正中学校 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新   改
修 

   

学校給⾷センター 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新 
運営の⺠営委託等検討       

根尾学校給⾷ 
センター 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新 

運営の⺠営委託等検討      改
修

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 

※1 根尾小学校、根尾中学校の複合化については、児童・生徒数の状況や地域への配慮を踏まえて検討すること。 
※2 一色小学校は、西校舎について記入。東校舎は 2005 年（平成 17 年）建築。 
※3 糸貫中学校は、南校舎について記入。  



 

第４節

1. 社

 

 

 

 

配置図
番号
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52

節 ⽣涯学

社会教育施設

図

旧⽣涯学習
しんせいほん
さくら資料館
本巣⺠俗資
⽷貫⺠俗資
真正⺠俗資
根尾⾕地震
織部の⾥（
本巣市⺠⽂
根尾⽂化セ

学習施設 

設、文化施設 

 

施設名

習施設ながみね
んの森
館
資料館
資料館
資料館
震断層　観察館
（展⽰館）
⽂化ホール
センター

図表

図表 5

名

ね

館

34 

表 5.12 施設

5.13 施設位

195
199
198
198
196
197
199
200
199
198

設一覧 

位置図 

建築年

53（S28）
95（H7）
84（S59）
86（S61）
67（S42）
73（S48）
93（H5）
00（H12）
94（H6）
80（S55）

築年数

65
23
34
32
51
45
25
18
24
38

数 延床⾯積

1
1

2
1

積（㎡）

1,435.58
1,128.48

650.00
360.00
282.00
343.00
506.61
328.86

2,084.23
1,341.00
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再配置⽅針 
○ 地域性や利用者数等を踏まえながら、同種機能の重複や市域全体の施設バランスの偏りを是正

し、総量の削減を図ります。 
○ 統合や複合化にあたっては、展示内容の見直しや効率的な運営方法等を検討していきます。 
 

再配置計画 

施設名 
⽅針 

実施時期 
1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

旧⽣涯学習施設 
ながみね 廃⽌ 廃⽌ 利活⽤⽅策検討の結果、廃⽌を

決定
廃
⽌      

しんせいほんの森 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新      改
修

さくら資料館 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新   改
修    

本巣⺠俗資料館 維持 統合 重複施設のため統合を検討    統
合   

⽷貫⺠俗資料館 維持 統合 重複施設のため統合を検討    統
合   

真正⺠俗資料館 維持 統合 重複施設のため統合を検討    統
合   

根尾⾕地震断層 
観察館 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新     改

修
 

織部の⾥（展⽰館） 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新       

本巣市⺠⽂化ホール 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新     改
修

 

根尾⽂化センター 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新   改
修    

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 
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2. スポーツ施設 

図表 5.14 施設一覧 

 

 

図表 5.15 施設位置図 
 

 

 

  

配置図
番号 施設名 建築年 築年数 延床⾯積（㎡）

53 本巣体育センター 1987（S62） 31 1,759.00
54 ⽷貫体育センター 1977（S52） 41 1,249.28
55 真正体育センター 1984（S59） 34 1,398.00
56 真正スポーツセンター 2009（H21） 9 734.64
57 かがやきドーム 2011（H23） 7 1,480.00
58 本巣市⺠スポーツプラザ 1991（H3） 27 22,662.00
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再配置⽅針 
○ 地域性や利用者数等を踏まえながら、同種機能の重複や市域全体の施設バランスの偏りを是正

し、総量の削減を図ります。 
○ 統合にあたっては、各施設の老朽度、代替施設（小中学校の体育館等）の有無等を踏まえ、検討

していきます。また、民間移譲にあたっては、現状でのサービスの維持や、さらなるサービス向

上の観点から検討していきます。 
 

再配置計画 

施設名 
⽅針 実施時期 

1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

本巣体育センター 維持 統合 重複施設のため統合を検討    統
合   

⽷貫体育センター 維持 統合 重複施設のため統合を検討  統
合     

真正体育センター 維持 統合 重複施設のため統合を検討   統
合    

真正スポーツセンター 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新       

かがやきドーム 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新      改
修

本巣市⺠スポーツ 
プラザ 維持 譲渡 ⺠間委譲を検討     譲

渡  

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 
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第５節 福祉施設 

1. 児童福祉施設・子育て支援施設 

図表 5.16 施設一覧 

 

 
図表 5.17 施設位置図 

 

 

 

  

配置図
番号 施設名 建築年 築年数 延床⾯積（㎡）

59 席⽥留守家庭教室 2011（H23） 7 128.00
60 ⼟貴野留守家庭教室 2011（H23） 7 146.62
61 ⼀⾊留守家庭教室 2011（H23） 7 146.62
62 真桑留守家庭教室 2008（H20） 10 98.75
63 根尾留守家庭教室 1980（S55） 38 64.00
64 外⼭留守家庭教室 2016（H28） 2 159.32
65 本巣留守家庭教室 2013（H25） 5 236.41
66 弾正留守家庭教室 1975（S50） 43 146.62
67 ⼦どもセンター 2013（H25） 5 236.41
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再配置⽅針 
○ 留守家庭教室は、学校の余裕教室等を活用して設置されており、施設を維持することとし、計

画的な改修により、長寿命化を図ります。  

○ 子どもセンターは、市の子育て支援の拠点であり、施設を維持することとし、計画的な改修に

より、長寿命化を図ります。  

○ 維持更新にあたっては、利用者の利便性や安全性等を踏まえた上で、民間委託などの効率的な運

営方法等を検討していきます。 

 

再配置計画 

施設名 
⽅針 

実施時期 
1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

席⽥留守家庭教室 維持 維持 学校施設を⼀部利⽤して設置 
将来的に運営の⺠間委託も検討   改

修 
   

⼟貴野留守家庭教室 維持 維持 学校施設を⼀部利⽤して設置 
将来的に運営の⺠間委託も検討      改

修

⼀⾊留守家庭教室 維持 維持 学校施設を⼀部利⽤して設置 
将来的に運営の⺠間委託も検討      改

修

真桑留守家庭教室 維持 維持 学校施設を⼀部利⽤して設置 
将来的に運営の⺠間委託も検討      改

修

根尾留守家庭教室 維持 維持 学校施設を⼀部利⽤して設置 
将来的に運営の⺠間委託も検討

 改
修 

複
合
化 

   

外⼭留守家庭教室 維持 維持 学校施設を⼀部利⽤して設置 
将来的に運営の⺠間委託も検討       

本巣留守家庭教室 維持 維持 学校施設を⼀部利⽤して設置 
将来的に運営の⺠間委託も検討

改
修

   建
替

 

弾正留守家庭教室 維持 維持 学校施設を⼀部利⽤して設置 
将来的に運営の⺠間委託も検討

 改
修 

   建
替

⼦どもセンター 維持 維持 将来的に運営の⺠間委託も検討       

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 

 

※ 専用施設がある場合を除き、学校施設のロードマップと同様とした。 

専用施設があるのは、土貴野、一色、真桑、外山の留守家庭教室である。 
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2. 社会福祉施設・高齢者福祉施設 

図表 5.18 施設一覧 

 

 

図表 5.19 施設位置図 
 

 

 

  

配置図
番号 施設名 建築年 築年数 延床⾯積（㎡）

68 本巣⽼⼈福祉センター 1979（S54） 39 817.52
69 ⽷貫⽼⼈福祉センター 1977（S52） 41 1,132.30
70 真正⽼⼈福祉センター 1986（S61） 32 945.00
71 障がい者就労⽀援センター杉の⼦ 2001（H13） 17 177.68
72 根尾デイサービスセンター 1993（H5） 25 666.66
73 根尾⽣活⽀援ハウス 2003（H15） 15 660.39
74 障がい者就労⽀援センターみつば 2003（H15） 15 398.69
75 中野会館（旧会館） 1962（S37） 56 151.80
76 中野会館 2014（H26） 4 228.56
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再配置⽅針 
○ 地域性や利用者数等を踏まえながら、同種機能の重複や市域全体の施設バランスの偏りを是正

し、総量の削減を図ります。 
○ 統合や複合化にあたっては、今後の利用者数や利用者の利便性等を踏まえ、適正規模や統合先、

アクセス方法等を検討していきます。 
 

再配置計画 

施設名 
⽅針 

実施時期 
1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

本巣⽼⼈福祉センター 維持 統合 重複施設のため統合を検討  統
合     

⽷貫⽼⼈福祉センター 維持 統合 重複施設のため統合を検討  統
合     

真正⽼⼈福祉センター 維持 統合 重複施設のため統合を検討    統
合   

障がい者就労⽀援 
センター杉の⼦ 維持 統合 重複施設のため統合を検討      統

合
根尾デイサービス 
センター 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新     改

修  

根尾⽣活⽀援ハウス 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新       

障がい者就労⽀援 
センターみつば 維持 統合 重複施設のため統合を検討      統

合

中野会館（旧会館） 維持 譲渡 譲渡を含め払い下げを検討 譲
渡      

中野会館 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新       

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 
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3. 医療保健施設 

図表 5.20 施設一覧 

 

 

図表 5.21 施設位置図 
 

 

 

  

配置図
番号 施設名 建築年 築年数 延床⾯積（㎡）

77 根尾保健センター 1999（H11） 19 540.83
78 本巣すこやかセンター 2001（H13） 17 1,508.54
79 ⽷貫ぬくもりの⾥（保健センター） 2000（H12） 18 1,260.06
80 真正すこやかセンター（保健センター） 1999（H11） 19 1,207.46
81 根尾診療所 1996（H8） 22 1,440.63
82 本巣診療所 1976（S51） 42 411.70
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再配置⽅針 
○ 地域医療や地域住民の健康の確保に配慮しつつ、利用状況等を踏まえて施設の統廃合を図りま

す。 
○ 統合や複合化にあたっては、今後の利用者数や利用者の利便性等を踏まえ、適正規模や統合先、

アクセス方法等を検討していきます。 
 

再配置計画 

施設名 
⽅針 

実施時期 
1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

根尾保健センター 維持 維持 複合施設である 
計画的に⻑寿命化・更新      改

修

本巣すこやかセンター 維持 維持 複合施設である 
計画的に⻑寿命化・更新       

⽷貫ぬくもりの⾥
（保健センター） 維持 維持 複合施設である 

計画的に⻑寿命化・更新       

真正すこやかセンター
（保健センター） 維持 維持 複合施設である 

計画的に⻑寿命化・更新      改
修

根尾診療所 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新      改
修

本巣診療所 維持 統合 
築 40 年超、利⽤者数が減少。
利⽤状況に注視し、他施設への
統合・複合化を検討

 統
合     

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 

 
 
  



44 

 

第６節 市営住宅等施設 

1. 市営住宅、教職員住宅 

図表 5.22 施設一覧 

 

図表 5.23 施設位置図 
 

 

 

  

配置図
番号 施設名 建築年 築年数 延床⾯積（㎡）

83 南原住宅 1994（H6） 24 3,396.60
84 天神前住宅 1989（H1） 29 3,592.70
85 神海住宅 2001（H13） 17 1,028.40
86 神海住宅（⼾建て） 1971（S46） 47 86.20
87 神所住宅 1999（H11） 19 250.26
88 ⽔⿃住宅 1997（H9） 21 1,121.70
89 コーポねお 1994（H6） 24 333.20
90 根尾教職員住宅 1982（S57） 36 712.53
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再配置⽅針 
○ 地域の実情を踏まえて、統廃合や譲渡、空き部屋の有効活用等を図ります。 
○ 機能廃止にあたっては、入居状況に応じて、時期等を検討していきます。また、複合化にあたっ

ては、利用者の利便性等を踏まえ、適正規模や統合先等を検討していきます。 
 

再配置計画 

施設名 
⽅針 

実施時期 
1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

南原住宅 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新     改
修

 

天神前住宅 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新    改
修   

神海住宅 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新       

神海住宅（⼾建て） 廃⽌ 廃⽌ 築 40 年超。⼊居がなくなった
時点で廃⽌       

神所住宅 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新    改
修   

⽔⿃住宅 維持 譲渡 定住者への払い下げを検討   譲
渡    

コーポねお 維持 維持 計画的に⻑寿命化・更新   改
修 

   

根尾教職員住宅 移転 廃⽌ 耐⽤年数経過後、同地域他施設
への複合化を検討

  移
転    

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 

 
  

⼊居状況に応じ廃⽌
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第７節 産業施設 

1. 産業施設 

図表 5.24 施設一覧 

 

 

図表 5.25 施設位置図 
 

 

 

  

配置図
番号 施設名 建築年 築年数 延床⾯積（㎡）

91 うすずみふれあいプラザ 2008（H20） 10 132.45
92 NEOｷｬﾝﾋﾟﾝｸﾞﾊﾟｰｸ 1997（H9） 21 2,149.92
93 NEO桜交流ﾗﾝﾄﾞ 1997（H9） 21 5,327.45
94 鍋原ポケットパーク 1998（H10） 20 124.21
95 ⽂殊の森 1996（H8） 22 209.56
96 道の駅「織部の⾥もとす」（農林⽔産物直売施設） 2000（H12） 18 249.48
97 道の駅「うすずみ桜の⾥・ねお」 1993（H5） 25 122.55
98 うすずみバンガロー 1981（S56） 37 181.30
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再配置⽅針 
○ 利用者ニーズ等を踏まえて、民間活力を導入することによりサービスが向上する施設は、民営

化や売却等を検討します。 
○ 民間移譲にあたっては、現状でのサービスの維持や、さらなるサービス向上の観点から検討して

いきます。 
 

再配置計画 

施設名 
⽅針 

実施時期 
1
期

２
期 

３
期 

４
期 

５
期

６
期機能 建物 説明 

うすずみふれあい
プラザ 維持 譲渡 ⺠間移譲を検討      譲

渡

NEO キャンピング
パーク 維持 譲渡 

⺠間移譲を検討 
平成 30 年 4 ⽉より⺠間指定管
理

  譲
渡    

NEO 桜交流ランド 維持 譲渡 
⺠間移譲を検討 
平成 30 年 4 ⽉より⺠間指定管
理

     譲
渡

鍋原ポケットパーク 維持 譲渡 ⺠間移譲を検討    譲
渡   

⽂殊の森 維持 譲渡 ⺠間移譲を検討   譲
渡    

道の駅「織部の⾥
もとす」（農林⽔産
物直売施設） 

維持 維持 
計画的に⻑寿命化・更新 
平成 30 年 4 ⽉より⺠間指定管
理

   改
修   

道の駅「うすずみ
桜の⾥・ねお」 維持 維持 

計画的に⻑寿命化・更新 
平成 30 年 4 ⽉より⺠間指定管
理

  改
修 

   

うすずみバンガロー 廃⽌ 廃⽌ 平成 28 年度に施設の設置条例
を廃⽌

廃
⽌      

［1 期］2018 年〜2021 年、［2 期］2022 年〜2026 年、［3 期］2027 年〜2031 年 
［4 期］2032 年〜2036 年、［5 期］2037 年〜2041 年、［6 期］2042 年〜2046 年 
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第６章 計画推進に向けて 
 

1. 推進体制 

計画の推進にあたっては、総務課が中心となって、関係部局との連携・調整、情報共有等を図

り、庁内一丸となって公共施設の再配置に取り組みます。 

 

≪庁内の役割分担≫ 

①公共施設マネジメント担当部署（総務課） 

  ○情報の一元管理・共有化 

○公共施設等総合管理計画及び再配置計画の推進及び進行管理の総括、計画の見直し 

○個別計画策定に向けた総合調整 

 

②施設所管課 

  ○再配置計画に基づき、所管施設の維持管理・運営の推進 

  ○個別計画の作成 

   

 
2. 市民との合意形成 

公共施設は、市民生活に密接に関わるものであり、再配置を推進するにあたっては、市民の理

解と協力を得ることが不可欠となります。また、再配置を推進することは、将来のまちづくりに

も大きく関わってきます。 

この計画は行政の基本的な考え方をとりまとめたものですが、内容については地域説明会等を

開催し、市民との情報共有を図っていきます。また、市民、地域の意向を踏まえながら、計画を

推進していきます。 
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【巻末資料】 

取組経過 

 平成 29 年 9 月 28 日       第１回 再配置計画内部検討会議 

 平成 29 年 12 月 26 日      第２回 再配置計画内部検討会議 

 平成 30 年 1 月 25 日       第１回 再配置計画外部検討委員会 

 平成 30 年 2 月 9 日       第３回 再配置計画内部検討会議 

 平成 30 年 2 月 15 日 
    ～平成 30 年 3 月 15 日    計画（案）パブリックコメント実施 

 平成 30 年 2 月 20 日       第２回 再配置計画外部検討委員会 

 平成 30 年 3 月 19 日       第３回 再配置計画外部検討委員会 

 平成 30 年 3 月        本巣市公共施設再配置計画（公表） 
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